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CQ2-2：救急医療体制（緊急度、現場滞在時間、転帰等) 
 
【方法】 

2019 年と 2021 年のそれぞれ 1 月 1 日から 12 月 31 日までのクリーニングデータから、転院搬送症例、
緊急度判定の入力なし、搬送先が不明を除外した症例を対象とした。搬送総数・年齢別搬送数と割合・緊
急度別搬送数と割合・現場滞在時間・活動全所要時間・医療圏外搬送数と割合・疾患群・転帰について比
較を行った。なお、年齢階層別の解析では小児（0-14 歳）、成人（15-64 歳）、高齢者（65 歳以上）に分
類した。 
 
【結果】 
1）患者フロー（図表 32） 
 対象症例はクリーニングデータから、転院搬送症例（2019 年；31,501 例、2021 年；29,105 例）、緊急
度判定の入力なし（2019 年；42 例、2021 年；244 例）、搬送先が不明（2019 年；54 例、2021 年；0 例）
を除外し、2019 年；468,597 例、2021 年；418,705 例であった。 
 （図表 32）患者フロー 

 
 

2）搬送傷病者数（図表 33、34） 
2019 年と 2021 年を比較すると、2021 年の搬送傷病者数は 2019 年よりも少なく、合計で 49,892 例

（10.6%）減少していた（2020 年と比較すると、3,780 例増加していた）。二次医療圏別では、北河内医
療圏では 6.8%、大阪市医療圏では 13.6%と減少率にはばらつきがあった。月別の搬送傷病者数は、2021
年は COVID-19 の拡大が本格化した 1 月、5 月、9 月とその前後（特に 2 月、4 月、8 月）の搬送傷病者
数は前年比で減少傾向が顕著であった。 
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（図表 33）月別搬送傷病者数 

 
 
（図表 34）圏域別搬送傷病者数 

 
 
3）年齢別搬送傷病者数・割合（図表 35、36） 

小児および高齢者については、別項で検証を行うため、本検討では概要のみ示す。搬送傷病者数は、全
年齢で 2019 年と比較し 2021 年において減少していた。年齢別搬送割合は、2021 年は小児の割合が低下
し、高齢者の割合が上昇していた。この点は、医療圏に関係なく、概ね同じ傾向であった。月別にみると、
2021 年は小児で 1 月、2 月の減少が顕著であった。高齢者では流行期以外の減少は目立たず、12 月にお
いては 2019 年より増加していた。この現象は 2020 年には認められなかった。 
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（図表 35）年齢別搬送傷病者数・割合 

 
 
（図表 36）圏域別、年齢別搬送傷病者数・割合 

 
※「平均」及び「中央値」は、それぞれ年齢を示す。 
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4）緊急度別搬送傷病者数・割合（図表 37、38） 
 本府全域では 2021 年は赤 1 および黄以下の搬送割合が上昇していた。2021 年においては、COVID-
19 の蔓延により、赤 1 の搬送患者の割合が高くなったことがわかる。 
（図表 37）緊急度別搬送数・割合 

 
 
（図表 38）圏域別、緊急度別搬送傷病者数・割合 
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5）入電から病着までの時間（図表 39、40） 
本府全域では、2021 年は通年で入電から病院到着までの時間が延長しており、第三波から第五波の時

期はいずれも 2019 年より延長していた。特に第四波では大きな変化を認めていた。所要時間の推移は、
概ね本府での COVID-19 入院患者数の推移にそって変化しており、入院患者数が多い時期に著しく延長
していた。圏域毎にばらつきがあり、北河内医療圏のようにそれほど影響がなかったと思われる地域があ
る一方で、大阪市医療圏のように、流行期を中心に著明な影響が認めた地域もあった。 

 
（図表 39）日々の入電から病着までの時間 

 
 
（図表 40）圏域別入電から病着までの時間（分：秒） 

 
 
 
 
 
 
 
 

(分) 
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6）現場滞在時間（現場到着から現場出発までの時間）（図表 41、42） 
本府全域では、2021 年は通年で現場滞在時間が延長しており、第三波から第五波の時期はその延長の

程度が顕著で、特に第四波では非常に大きな変化を認めていた。所要時間の推移は、概ね本府全域での
COVID-19 入院患者数の推移に沿って変化しており、入院患者数が多い時期に著しく延長していた。圏
域別にはばらつきがあり、三島医療圏のように月別でそれほど変化がなかった地域もあったが、大阪市医
療圏のように、現場滞在時間が流行期に著明に延長した地域も認めた。 
（図表 41）日々の現場滞在時間 

 
 
（図表 42）圏域別現場滞在時間（分：秒） 

 
 
 
 
 
 
 
 

(分) 
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7）医療圏外搬送傷病者数・搬送率（図表 43、44） 
本府全域では、2021 年の医療圏外搬送率はやや上昇していた（10.7% vs. 13.0%）。月別にみると、一

貫して 2021 年で医療圏外搬送率が上昇しており、第四波および第五波では顕著であった。赤 1 症例のみ
に着目すると、本府全域の赤 1 症例の圏外搬送率は、特に第四波で著明に上昇していた。二次医療圏別
にみても、ほぼ全域で 2021 年の圏外搬送率は上昇しており、赤 1 に限ると全医療圏で上昇していた。 
（図表 43） 月別医療圏外搬送率 
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（図表 44）医療圏外搬送傷病者数・搬送率 

 
 
8）疾患群（図表 45、46） 

2021 年は約 16,800 例の COVID-19 の患者が救急搬送されており、感染症患者数は実数および比率と
もに 2019 年と比較して上昇していた。それ以外の疾患群はすべて減少しており、割合でみると呼吸器疾
患の占める割合の低下が顕著であった。月別にみると、特に第四波および第五波で感染症の比率が著明に
上昇していた。 
（図表 45）疾患群 
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（図表 46）疾患群 
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9）転帰（図表 47、48） 
本府全域でみると、2021 年の外来帰宅率は 2019 年と比較して低下していた（59.6% vs. 56.0%）。月別

にみると、帰宅以外の割合は通年で 2021 年においては上昇傾向で、特に COVID-19 流行期では、2019
年との差が拡大していた。初診時死亡数とその割合は 2021 年で上昇していた（816 人増、0.4%上昇）。
月別には、特に第四波で 2019 年より上昇していた。また、入院後 21 日以内に死亡した患者数および割
合は、2021 年は 2019 年と比較して増加・上昇していた（2,029 人増、0.9%上昇）。月別には、やはり第
三波から第五波で増加・上昇していた。この傾向は、医療圏別で大きな差は認められず、全地域で入院率
や初診時死亡率、確定時死亡率とも上昇していた。 
（図表 47）転帰 
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（図表 48）転帰 

 
 
【小括（CQ2-2）】 
 本府全域の搬送傷病者数は減少した。患者緊急度については、赤 1 の割合がやや増加した。また、入電
から病着までの時間、現場滞在時間は、いずれも本府全域で延長し、圏域外搬送率も本府全域で上昇して
いた。転帰については、2021 年において外来帰宅率が低下し、初診時死亡数（率）、入院 21 日以内に死
亡した数（率）ともに増加・上昇していた。 
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【小括（Category（1））】 
 Category（1）では、新型コロナウイルス感染症の蔓延に伴う救急医療体制全般への影響について、2021
年の救急搬送データを 2019 年のデータと比較することで検討した。 
 救急搬送された傷病者数は、2021 年において 2019 年と比較して年間で約 1 割減少した。事故種別の
搬送件数については、交通事故、労働災害、運動競技、一般負傷、加害で減少していた。理由として、緊
急事態宣言等による外出自粛の影響から、減少したことが考えられる。 
 次に、救急活動時間への影響について、2021 年において本府全域でみると入電から病着までの時間が
平均で 178 秒、現場滞在時間が平均 161 秒延伸していた。このことにより救急活動における主な延伸部
分は、現場滞在時間であった。本府全域で不応需率が増加した結果を踏まえると、やはり搬送先選定に難
渋した結果であると思われる。2019 年に比して 2020 年に関しても延伸していたが、2021 年はより顕著
であった。 
 圏域外搬送については、2021 年では 2019 年と比較して、年間でその割合は約 2 ポイント増加してい
た。感染拡大期においては、多くの救急告示医療機関が COVID-19 と非 COVID-19 患者の診療を同時並
行で行っており、圏域外搬送率が増えた結果からみても、救急医療体制が新型コロナウイルス蔓延の影響
を受けたことは間違いない。次に、赤 1 で規定される重症患者の圏域外搬送についても、2021 年では
2019 年と比較して、年間でその割合は約 4 ポイント増加していた。なお、2020 年では約 1 ポイントの増
加であったことから、指標は悪化している。ここ数年の本府における赤１患者の救急搬送件数を考慮し、
その年間の搬送件数を 30,000 件として算出すると、1 圏域において 1 か月あたり約 12 人程度の重症患
者が、2019 年に比べて多く圏域外に搬送された結果となる。ただし、この中には大阪府入院フォローアッ
プセンターによる COVID-19 患者の圏域外への入院調整も含まれる。 
 最後に転帰に関して、2021 年全体での外来帰宅率は低下し、入院継続率および死亡率は高くなってい
る。2020 年でも同様の傾向であったが、2021 年では統計学的有意差を認めている。転帰という観点から
新型コロナウイルス感染症の蔓延により救急傷病者が受けた影響を評価する上で、個別の患者群での解
析が必要不可欠であり、その詳細を Part2 で報告する。 

以上、新型コロナウイルス感染症の蔓延により救急搬送傷病者数は減少したものの、COVID-19 と非
COVID-19 患者の並行した対応が求められ、個々の救急告示医療機関の応需体制に影響が生じていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


